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日本の農業の生産性や持続性を支える農地の生物多様性は、過去 50年の間に大規模な農地整備

や農薬・化学肥料の不適切な使用、伝統的な管理の放棄等の影響によって顕著に衰退しています（環

境省 2021）。農林水産省は 2021 年 5月に「みどりの食料システム戦略」を公表し、2050年までに

耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合を 25％（100 万 ha）に拡大する等の意欲的な目標を

示しています。しかし、この戦略では農地の生物多様性の保全という観点が不十分であり、持続可

能な農業の土台を支える生物多様性の衰退が続くことが懸念されます。現在、みどりの食料システ

ム戦略に関連して「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促

進等に関する法律」の制定にむけた動きが進んでおりますが、上記の問題意識から、この法律の制

定において盛り込むべき下記の事項を提言します。 

 

記 

1. 日本の農地の生物多様性が衰退している現状を踏まえ、本法の目的に「生物多様性の保全」を

明確に含める必要がある。さらに、法律の名称にある「環境と調和のとれた食料システム」の

定義の中に、環境負荷低減だけでなく、生物多様性保全に積極的に貢献する持続的な農業を含

むべきである。 

2. 本法で創設する認定制度の対象となる「環境負荷低減事業活動」として、土づくりや化学農

薬・化学肥料の低減、温室効果ガス削減が含まれているが、この中に「生物多様性・生態系保

全活動」を追加すべきである。 

3. 農林水産業に関わるすべての交付金や補助事業等の受給要件として、本法で創設する認定の

取得を義務化すべきである。このことにより、多くの農家が本法の認定を取得し、さらには日

本の農業全体を持続的な農業へと転換することが期待できる。 

4. 農地の生物多様性の保全のためには、本法の制定にあわせて、環境負荷低減・生物多様性保全

の取り組みを推進するための財政支援を大幅に拡張する必要がある。 

以上 
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